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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）には記載
しておりません。

第１０８回定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための体制及び運用状況

株 式 会 社 の 支 配 に 関 す る 基 本 方 針

連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」

連結計算書類の「連 結 注 記 表」

計 算 書 類 の「株主資本等変動計算書」

計 算 書 類 の「個 別 注 記 表」

（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

東京テアトル株式会社
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制及び運用状況
⑴ 取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制
① 当社グループの役職員一人一人が遵守すべき行動基準を定め、法令等を遵守することが当社グル
ープの存続・発展の大前提であるという旨を繰り返し周知する。

② 当社取締役会は、「取締役会規則」に基づき、取締役相互の監督及び監査役による取締役の職務
執行の監査により、その適法性及び妥当性を確保する。

③ 当社は、「コンプライアンス規則」を定め、コンプライアンスを最優先の行動規範とすること、
法令違反等の事実を知った場合の相談や内部通報などの役職員の義務等を周知し、当社グループ
全体でコンプライアンスを推進する。

⑵ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社は、当社グループの内部統制システムを総合的に整備・運用することを目的とし、「内部統
制規程」を定める。

② 当社は、内部統制の目的達成のため、「内部統制規程」を定め、社長の下に内部統制委員会を設
置する。内部統制委員会は、当社グループの内部統制の整備状況等を定期的に評価し、リスク主
管部門と協議の上、整備計画等を策定し、リスク管理を推進するとともに、活動状況を経営会議
及び取締役会に報告する。

③ 当社は、事業継続の危機や多大な経済的損失につながりかねない事態が発生した場合は、社長を
本部長とする緊急対策本部を設置しその対応を協議し、損失を最小限にとどめるよう努める。

④ 内部監査室は「内部監査規程」に基づき、当社グループの内部統制の整備・運用状況を監査し、
監査結果を社長に報告するとともに、活動状況を経営会議及び取締役会に報告する。

⑤ 取締役会は、内部統制委員会が策定する整備計画等を承認するとともに、内部統制委員会に対
し、定期的に内部統制の整備・運用状況及び活動状況の報告を求め、また内部監査室に対し、定
期的に監査結果及び活動状況の報告を求め、当社グループの内部統制の整備・運用状況を確認
し、監督する。

⑶ 取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制

① 当社取締役会は、当社グループの中期経営方針及び事業年度ごとに合理的な経営政策と数値目標
を策定し、当社グループの幹部社員に対し経営政策等を周知する。

② 当社取締役会は、原則として毎月1回開催し、「取締役会規則」に基づき、重要な意思決定を行
うとともに、業務の執行状況を報告する。なお、取締役会で決議及び報告する議案等について、
十分な検討を経て慎重に決定する場合には、取締役及び監査役等で構成する「経営会議」等で事
前に審議する。

③ 当社は、取締役会において、取締役及び執行役員に対し、事業または業務を委嘱するとともに、
「職務権限規程」「業務分掌規程」などの決裁に関する規程を整備し、「稟議規程」など重要な
職務執行を行う場合の決裁手続きを定め、取締役の執行の効率性を確保する。

④ 取締役及び執行役員は、担当業務部門が実施すべき具体的な施策及び効率的な業務遂行体制を整
備する。

⑷ 取締役、執行役員及び使用人の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社取締役、執行役員及び使用人の職務執行に係る重要な文書の作成担当部署、保存担当部署、保
存期間、閲覧者等を定めた文書管理規程を制定し、次に掲げる文書を作成又は記録し、保存媒体に
応じて適切かつ確実に、検索性の高い状態で保存管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持す
る。
ａ 株主総会議事録
ｂ 取締役会議事録
ｃ 経営会議議事録
ｄ 計算書類
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業務の適正を確保するための体制

ｅ 稟議書
ｆ その他取締役会が決定する文書

⑸ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社取締役、執行役員又は使用人を連結子会社の取締役又は監査役として派遣する。
② 当社取締役会は、連結子会社の経営管理を担当する取締役又は執行役員を任命し、当該連結子会
社の経営状況及び職務の執行状況につき、定期的に報告を受けるとともに、当該連結子会社に対
して適宜必要な助言・指導を行う。

③ 連結子会社における経営上の重要事項に関する決裁をする場合は、原則として当該連結子会社の
経営管理を担当する取締役又は執行役員等による、当社の事前の承認取得を要件とする。

④ 内部統制システムを整備するに当たっては、当社グループ全体にわたる体制を整備するものと
し、内部監査室は、当社グループ全体を内部監査の対象とする。

⑹ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 補助使用人
ａ 内部監査室に所属する使用人２名程度に監査役職務の補助使用人を兼務させる。
ｂ 内部監査室は、監査役から監査役職務の補助要請があった場合には、当該補助使用人に監査役
の職務の補助を行わせ、当該補助使用人は、その結果を監査役会に報告する義務を負う。

② 補助使用人の独立性及び監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保
補助使用人の評価・異動・懲戒等を行う場合は、事前に監査役会の意見を聞きこれを尊重して行
う。なお、補助使用人の監査役補助業務は、取締役からは独立した立場で、監査役の指示のもと行
う。

③ 当社グループの取締役、執行役員及び使用人の常勤監査役への報告
ａ 報告の対象とする事項は次のとおりとする。
・ 当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合はその事実
・ 当社グループに関する重要な訴訟事実
・ 重要な開示の内容
・ 内部通報制度による通報の状況とその主な内容
・ 内部監査の結果
ｂ 常勤監査役への報告の方法は次のとおりとする。
・ 当社グループの取締役、執行役員及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれ
のある事実を知った場合は、直ちに報告する。

・ 法務室は、定期的に、内部通報の状況、当社グループのコンプライアンス活動の状況、その
他重要なリスク等に関する事項を報告する。

・ 内部監査部門は、定期的に、内部監査結果を報告する。
ｃ 監査役又は監査役会への報告は、常勤監査役への報告をもってこれに代えることができる。
④ 監査の実効性の確保
ａ 監査役は、当社グループの取締役、執行役員及び使用人等役職身分を問わず、適時必要な調

査・報告等を求めることができる。
ｂ 連結子会社の取締役、執行役員及び使用人の業務執行状況の監査に資するため、原則として、
当社及び連結子会社の稟議書及び決算書を常勤監査役に回議する。

ｃ 監査役は、経営会議その他重要な会議へ出席し意見を述べることができる。
ｄ 監査役は、監査報告会を定期的に開催し、社長との意見交換を図る。
ｅ 監査役は、内部監査室及び連結子会社監査役との情報交換の場を定期的に確保し、意見交換を
図る。

ｆ 監査役は、職務遂行のために必要な場合は、弁護士・公認会計士等の外部専門家を任用するこ
とができる。

ｇ 当社は、内部通報制度等を通じて監査役への報告を行った当社グループの取締役、執行役員又
は使用人等に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その
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業務の適正を確保するための体制

旨を当社グループの取締役、執行役員及び使用人等に周知徹底する。
ｈ 当社は、監査役がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用として必要な費用の
前払い等の請求をした時は、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑺ 反社会的勢力を排除するための体制
① 当社は、「東京テアトルグループ行動基準」に反社会的勢力との一切の関係を遮断する旨を記載
し、役職員に対して周知徹底を図る。

② 当社は、特殊暴力防止対策協議会に加盟し、日頃必要な情報を収集するとともに、警察、弁護士
等専門機関と連携して、反社会的勢力排除に向けて適切な対応を図る。

③ 当社は、総務部をグループ全体の対応統括部署とする。

⑻ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記に掲げた体制に関する基本方針に基づき、以下のような取組みを行っております。
① コンプライアンスに関する取組み
ａ 法務室と内部統制委員会が連携して、年１回以上、コンプライアンスにかかる事項について従
業者に対する調査を実施しています。

ｂ 法務室は、次に掲げる目的のため、年１回以上、社内研修等を実施しています。
・ 内部通報制度を周知徹底すること
・ コンプライアンスへの正しい知識を付与すること
・ 従業者の倫理意識を高めること

② リスク管理に関する取組み
ａ 内部統制委員会は、当社グループを対象とした内部統制に関する年度の整備方針及び整備計画
を策定し、取締役会の承認を得、整備計画等を推進します。

ｂ 内部統制委員会は、財務報告の信頼性に係る内部統制報告制度に基づく評価範囲と評価の対象
となる重要勘定科目及び重要な事業拠点を選定し、内部監査室及び外部監査人と協議した上で
これを決定します。

③ 監査役監査に関する取組み
ａ 監査役は、監査の実効性を高めるため、定期的に代表取締役社長と面談を行い、経営方針の確
認や、会社が対処すべき課題について意見交換を行っております。

ｂ 監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人から業
務に関する報告を受けるとともに、適宜意見を述べております。併せて、会計監査人・内部監
査室・連結子会社監査役との情報交換の場を定期的に確保し、意見交換を行っております。
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株式会社の支配に関する基本方針

株式会社の支配に関する基本方針
⑴ 基本方針の内容の概要

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、下記⑵①記載の当社の事業特性を理解
し、当社の企業価値ないし株主共同の利益を持続的に維持・向上させることができる者でなければな
らないと考えております。
　当社は、当社株式の大規模買付行為がなされる場合、これが当社の企業価値ないし株主共同の利益
に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、大規模買付行為を受け入
れるか否かの判断は、最終的には株主の皆様によってなされるべきものであると考えております。し
かしながら、株式の大規模買付行為の中には、取締役会や株主の皆様が株式の大規模買付行為につい
て検討しあるいは取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないものや、企業価
値ないし株主共同の利益を著しく損なういわゆる濫用的買収と呼ばれるものも少なくはありません。
当社は、このような大規模買付行為がなされる場合は必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の
企業価値ないし株主共同の利益を守る必要があると考えております。

⑵ 基本方針の実現に資する特別な取組みの概要
①　当社の企業価値の源泉について

当社グループは、「Sound of Your Life　～あなたの人生に豊かな響きを～」を企業理念とし
て掲げ、映画興行や映画制作配給を中核とした映像関連事業、焼鳥専門店チェーン「串鳥」の経営
を中核とした飲食関連事業、中古マンション再生販売と不動産賃貸を中核とした不動産関連事業を
基幹事業として、それぞれの成長を目指しております。当社グループの企業価値の源泉は、この三
事業における経営資源が有機的に結びつき相乗効果を発揮し続けているところにあると考えており
ます。

②　企業価値向上への取組み
　当社グループは、中期経営方針を「プロデュースカンパニーへの革新」と定め、作られたもの、
作ったものを販売する会社から、自社のプロデュース力を高め、お客様が求めるものを創り、販売
し、事業規模を拡大する、プロデュースカンパニーへ発展していくことにより企業価値を高めてま
いります。
　例えば、映像関連事業では他社からの受託作品を配給するだけでなく、収益を最大化し得る企画
の実現を目指しております。企画とは、作品の質をより高めながら、作品内容に合わせた宣伝プラ
ンや販売網の構築等、実際のヒットに繋げる全ての工程を自らプロデュースすることを指します。
飲食関連事業における中食・卸売ビジネスや、不動産関連事業における中古マンション再生販売ビ
ジネスにおいても、同様の取り組みにより収益の最大化を目指します。
　当社グループは、従来型ビジネスであります映画興行事業等の「インフラ所有型ビジネス」より
も、人的資本の充実による映画制作配給事業等の「ヒューマンリソース型ビジネス」の強化を図っ
てまいりましたが、引き続き上記取組みにより「インフラ所有型収益」を上回る「ヒューマンリソ
ース型収益」を獲得し、事業規模拡大に努めてまいります。

③　コーポレートガバナンスの強化に向けた取組み
　当社はコーポレートガバナンスの強化のため、取締役の任期を１年とするとともに、取締役６名
のうち２名を社外取締役に、監査役４名のうち３名を社外監査役にしております。
　また、内部統制システムにつきましては、取締役会において内部統制システムの整備に関する基
本方針を定め、グループ全体で、コンプライアンス、財務報告の信頼性、業務の有効性・効率性、
資産の保全を目的とした内部統制の整備に取組んでおります。具体的には、内部統制委員会を設置
し、全社的な内部統制を自己評価し、当社各部及び各子会社の内部統制の整備を支援するととも
に、内部監査室を設置し、内部統制の整備状況・運用状況の評価を行っております。

⑶ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配
されることを防止するための取組みの内容の概要

　当社は、2021年５月14日開催の取締役会において、2018年６月28日開催の当社第102回定時株
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主総会で承認を得た「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」につきまして、
これを一部改定（以下、改定後の対応方針を「本対応方針」といいます。）し存続することを決定
し、2021年６月25日開催の第105回定時株主総会において本対応方針について承認を得ておりま
す。本対応方針の詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております
2021年５月14日付プレスリリース「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の
一部改定及び存続に関するお知らせ」をご覧ください。

⑷ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
　上記⑵②記載の企業価値向上への取組み、及び上記⑵③記載のコーポレートガバナンスの強化に向
けた取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益の継続的かつ持続的向上のための具体的取組みで
す。また、本対応方針は、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に公表した「企業価値・株主共
同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同
の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を以下の
とおり充足しております。また、本対応方針は、東京証券取引所の有価証券上場規程第440条に定め
る買収防衛策の導入に関する遵守事項（①開示の十分性、②透明性、③流通市場への影響、④株主の
権利の尊重）を遵守するものです。更に、本対応方針は、経済産業省に設置された企業価値研究会が
2008年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」及び東京証券取
引所が有価証券上場規程の改正により導入して、2015年６月１日より適用を開始し、2018年６月１
日及び2021年６月11日にそれぞれ改訂された「コーポレートガバナンス・コード」の「原則１－
５．いわゆる買収防衛策」その他の買収防衛策に関する実務・議論を踏まえた内容となっており、高
度な合理性を有するものです。
　以上のこと等から、当社取締役会は上記の具体的な取組みのいずれも基本方針に沿うものであっ
て、取締役の地位の維持を目的とするものではなく、当社の企業価値・株主共同の利益の向上に資す
るものであると考えております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書 (2023年４月 1 日から
2024年３月31日まで)

　
（単位　千円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 4,552,640 3,737,647 2,480,855 △1,077,385 9,693,757
当期変動額

剰余金の配当 △72,196 △72,196
親会社株主に帰属する
当期純利益 233,491 233,491

自己株式の取得 △31,455 △31,455
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 161,295 △31,455 129,839
当期末残高 4,552,640 3,737,647 2,642,150 △1,108,841 9,823,596

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土地再評価
差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 369,293 1,882,373 2,251,666 41,421 11,986,845
当期変動額

剰余金の配当 △72,196
親会社株主に帰属する
当期純利益 233,491

自己株式の取得 △31,455
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 616,707 616,707 2,029 618,737

当期変動額合計 616,707 － 616,707 2,029 748,576
当期末残高 986,000 1,882,373 2,868,374 43,451 12,735,421

（単位　千円）
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連　結　注　記　表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況
連結子会社の数 ６社
主要な連結子会社の名称 札幌開発株式会社

(2) 非連結子会社の状況
非連結子会社の数 ０社

２. 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３. 連結子会社の決算日等に関する事項
連結子会社６社の決算日はすべて連結決算日と一致しております。

４. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のものについては時価法（評価差額は全部純資産直入法、売却原価は移動平均
法による原価法）、市場価格のない株式等については主として移動平均法による原価法により評価してお
ります。

②棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品及び販売用不動産
映像作品に係る配給権等及び販売用不動産は個別法により、その他は最終仕入原価法によっておりま
す。

貯蔵品
最終仕入原価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、取得時の法人税法に規定する方法と同
一の方法によっております。また、2007年３月31日以前に取得したものについては、改正前の法人税法に
基づく償却可能限度額まで償却が終了した翌年より５年間で残存価額と備忘価額の差額を均等償却する方法
によっております。

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、当連結会計年度末における回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）及び「収益認識に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針30号 2021年3月26日）を適用しており、約束した財又
はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識しております。当社グループが代理人としてサービスの提供に関与している場合には、純額で収益を認識
しております。当社グループの取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要
な金融要素は含まれておりません。

①映像関連事業
主に映画館の運営、映画の請負制作・配給、ソリューション事業を行なっております。これらの事業にお
いては、原則として顧客へサービスを提供した時点で履行義務が充足されたと判断して収益を認識してお
ります。ただし、映画の請負制作については制作期間が長期間に及ぶため、一定の期間にわたり履行義務
の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見
積もることができないが、発生するコストを回収できることが見込まれる場合は、発生したコストの範囲
で売上高を計上しております。（原価回収基準）

②飲食関連事業
主に飲食店の経営を行っております。当該事業においては、顧客へサービスを提供した時点で履行義務が
充足されたと判断して収益を認識しております。

③不動産関連事業
主にリノベーションした中古マンションの販売を行っております。当該事業においては、顧客へ引渡完了
した時点で履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワップの特例処理の要件を満たす場合には、特例処理を採
用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ取引等
ヘッジ対象…変動金利の借入金

③ヘッジ方針
内部規程である「市場リスク管理規則」に従い、金利変動リスクをヘッジするために金利スワップ取引等を
行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法
一定期間における金利スワップ適用後の実質金利の変動幅が一定範囲内で固定化されていることを判断基準
としております。

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込
額に基づき計上しております。
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有形及び無形固定資産 13,628,375千円
減損損失 54,036千円

売掛金 495,056千円
契約資産 46,174千円

契約負債 98,435千円

建物及び構築物 1,818,661千円
土地 6,925,845千円
投資有価証券 1,123,396千円
合計 9,867,904千円

一年内返済予定の長期借入金 1,222,328千円
長期借入金 2,282,500千円
合計 3,504,828千円

４. 有形固定資産の減価償却累計額 4,910,968千円

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損損失
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループは、原則として事業所の所在する物件を単位として資産をグルーピングしております。土地・

建物等の時価下落や収益性の低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られ
る割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し減損損失の認識の要否を判定しております。判定
の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該帳簿価額の減少額を減損損失として認識しております。

当該資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、翌期の予算を基礎とし経営環境などの
外部情報や、内部情報などを総合的に勘案し算定しております。

これらの見積りにおいて用いた仮定には不確実性が伴うため、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影
響を及ぼす可能性があります。その結果、翌連結会計年度の連結計算書類において追加の減損損失が発生する
可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
１. 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりであり

ます。

２. 前受金のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。

３. 担保に供している資産及び担保に係る債務
担保資産の内容及びその帳簿価額

担保に係る債務の帳簿価額

５. 土地の再評価
当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき事業用土地の再評価を行い、当該評価差額
のうち法人税その他の利益に関する金額を課税標準とする税金に相当する金額である繰延税金負債を負債の部
に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。「土
地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第３項に定める再
評価の方法については、「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２
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当座貸越極度額及び貸出コミットメントライン契約総額 3,100,000千円
借入実行残高 600,000千円
差引額 2,500,000千円

普通株式 8,013,000株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年6月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 72,196千円 10.00円 2023年３月31日 2023年６月28日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年6月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 71,916千円 10.00円 2024年３月31日2024年６月28日

条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出する方法及び同条第５号に定める不動産鑑定
士による鑑定評価による方法を採用しております。

再評価を行った年月日　　　　　　　　　2002年３月31日
再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額を下回っておりませ
ん。

６. 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約
当社及び一部の連結子会社におきましては、効率的で安定的な運転資金の調達を行うため取引銀行２行と当

座貸越契約を締結しております。また、取引銀行４行と貸出コミットメントライン契約（シンジケート方式）
を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約に係る借入未実行残高は次のと
おりであります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

２. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用調達計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。ま
た、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金は銀行借入により調達しておりま
す。

受取手形及び売掛金に係る顧客及び取引先の信用リスクは、与信管理規則に沿ってリスク低減を図っており
ます。投資有価証券は、主として株式であり、社内管理規程に基づき、定期的に時価及び発行体の財務状況等
を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクを回避するため、金
利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブ取引は借入金に係る支
払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引等であります。

２. 金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注１）参照）。
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（単位　千円）

連結貸借対照表
計上額（＊１） 時価（＊１） 差額

(1)投資有価証券
その他有価証券 2,854,521 2,854,521 －

(2)差入保証金（＊２） 401,622 401,622 －
(3)長期貸付金 5,260 5,260 －

資産計 3,261,403 3,261,403 －
(4)長期借入金（＊２） 4,779,282 4,770,859 △8,422
(5)リース債務（＊２） 1,021 1,021 －
(6)長期未払金 1,042 1,042 －
(7)預り保証金（＊２） 812,537 812,537 －

負債計 5,593,882 5,585,460 △8,422

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式（＊１） 190,850

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 2,760,098 － － 2,760,098
その他 6,438 87,983 － 94,422

資産計 2,766,537 87,983 － 2,854,521

（＊１）現金及び預金、受取手形及び売掛金、流動資産「その他」に含まれている短期貸付金、支払手形及び
買掛金、短期借入金、未払金、未払法人税等については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似するものであることから、記載を省略しております。

（＊２）１年内に期限到来の流動資産に含まれている差入保証金、及び１年内に期限到来の流動負債に含まれ
ている長期借入金、リース債務、預り保証金を含めております。

（注１）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「その他
有価証券」には含まれておりません。

（＊１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用
指針第19号 2020年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 － 401,622 － 401,622
長期貸付金 － 5,260 － 5,260

資産計 － 406,882 － 406,882
長期借入金 － 4,770,859 － 4,770,859
リース債務 － 1,021 － 1,021
長期未払金 － 1,042 － 1,042
預り保証金 － 812,537 － 812,537

負債計 － 5,585,460 － 5,585,460

（単位　千円）

連結貸借対照表計上額 時価
10,336,560 20,642,651

(2)　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

上場株式及び上場投資信託は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び上場投資信託は活
発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。市場における取
引価格が存在しない投資信託は、公表されている基準価額等によっておりレベル２の時価に分類し
ております。

差入保証金
時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味し
た利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期貸付金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債権の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金、リース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期未払金、預り保証金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期
日までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２
の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都において、賃貸用オフィスビル（土地を含む）等を有しております。当連結会計年度におけ
る当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は847,288千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計
上）であります。

２. 賃貸等不動産の時価等に関する事項

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づく金額によっております。ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、適切に市場価格を
反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調
整した金額によっております。また、重要性が乏しいものについては、「不動産鑑定評価基準」等に
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（単位　千円）

報告セグメント

映像関連事業 飲食関連事業 不動産関連事業 計

映画興行関連 1,857,159 － － 1,857,159

映画制作配給関連 1,203,230 － － 1,203,230

ソリューション関連 251,524 － － 251,524

飲食事業関連 － 5,360,606 － 5,360,606

中古マンション再生販売関連 － － 6,923,712 6,923,712

顧客との契約から生じる収益 3,311,914 5,360,606 6,923,712 15,596,233

その他の収益 245,098 － 1,245,771 1,490,870

外部顧客への売上高 3,557,013 5,360,606 8,169,484 17,087,103

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 498,625千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 495,056千円

契約資産(期首残高) 254,106千円

契約資産(期末残高) 46,174千円

契約負債(期首残高) 51,813千円

契約負債(期末残高) 98,435千円

基づいて自社で算定した金額を時価としております。

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）
財又はサービスの種類別の内訳

(注)「その他の収益」は企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」又は企業会計基準第13号「リー
ス会計基準」に基づくものです。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本とな
る重要な事項に関する注記等）4.会計方針に関する事項　(4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ
ります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計
年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期
に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、主に映画興行会社との映画配給契約について期末日時点で完了しているが未請求の映画上
映料に係る対価に対する当社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社の権利が無
条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該映画上映に関する対価は、映
画配給契約に従い、映画上映期間終了後に請求し、１年以内に受領しております。

契約負債は、主に１年以内に収益を認識する映画興行事業における会費収入として受け取った分の前受
金及び中古マンション販売において受け取った分の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の
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１. １株当たり純資産額 1,764円83銭
２. １株当たり当期純利益 32円46銭

認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、51,813千円

であります。当期中の契約資産及び契約負債の残高に重要な変動はありません。
過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額には重要

性がありません。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
（固定資産の譲渡）

当社は、2024年４月30日付で以下のとおり固定資産を譲渡しております。
1．固定資産の譲渡理由

経営資源の有効活用と財務体質の強化を図るため
2．譲渡資産の内容

種類　　借地権及び建物等
所在地　東京都港区

3．譲渡契約日
2023年12月13日

4．譲渡日
2024年４月30日

5．譲渡先
譲渡先につきましては、国内の一事業法人となります。譲渡先との守秘義務契約により詳細につきまして
は公表を控えさせていただきます。なお、譲渡先と当社の間には、記載すべき資本関係・人的関係及び取
引関係はなく、関連当事者には該当しておりません。

6．当該事象の損益に与える影響
当該固定資産の譲渡により、翌連結会計年度において固定資産売却益3,517百万円を特別利益に計上いた
します。

（注) 本連結計算書類中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。ただし、１株当たり純資産
額、１株当たり当期純利益は、銭未満を四捨五入しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書 (2023年４月 1 日から
2024年３月31日まで)

　
（単位　千円）

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資 本 剰 余 金 合 計
当首残高 4,552,640 3,573,173 164,473 3,737,647
当期変動額

剰余金の配当
当期純利益
自己株式の取得
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － －
当期末残高 4,552,640 3,573,173 164,473 3,737,647

株 主 資 本
利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計固 定 資 産

圧 縮 積 立 金 繰越利益剰余金

当首残高 1,079,501 1,344,232 2,423,734 △1,077,385 9,636,636
当期変動額

剰余金の配当 △72,196 △72,196 △72,196
当期純利益 553,423 553,423 553,423
自己株式の取得 △31,455 △31,455
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － 481,227 481,227 △31,455 449,771
当期末残高 1,079,501 1,825,459 2,904,961 △1,108,841 10,086,407

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当首残高 366,771 1,882,373 2,249,145 11,885,781
当期変動額

剰余金の配当 △72,196
当期純利益 553,423
自己株式の取得 △31,455
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 614,602 614,602 614,602

当期変動額合計 614,602 － 614,602 1,064,374
当期末残高 981,374 1,882,373 2,863,747 12,950,155

（単位　千円）

（単位　千円）
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 関係会社株式
移動平均法による原価法によっております。

(2) その他有価証券
市場価格のない株式等以外のものについては時価法（評価差額は全部純資産直入法、売却原価は移動平均
法による原価法）、市場価格のない株式等については主として移動平均法による原価法により評価してお
ります。

２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
(1) 商品及び販売用不動産

映像作品に係る配給権等及び販売用不動産は個別法により、その他は最終仕入原価法によっております。
(2) 貯蔵品

最終仕入原価法によっております。

３. 固定資産の減価償却方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、取得時の法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。また、2007年３月31日以前に取得したものについては、改正前の法人税
法に基づく償却可能限度額まで償却が終了した翌年より５年間で残存価額と備忘価額の差額を均等償却す
る方法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
(4) 長期前払費用

定額法によっております。

４. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、当事業年度末における回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を適用しております。

(4) 関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係会社に対する出資金額及び貸付金額に係る損失負担見込額
を超えて当社が負担されることが見込まれる額を計上しております。
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有形及び無形固定資産 12,263,772千円
減損損失 18,521千円

５. 収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）及び「収益認識に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針30号 2021年3月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しておりま
す。当社が代理人としてサービスの提供に関与している場合には、純額で収益を認識しております。当社の取
引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりませ
ん。

①映像関連事業
主に映画館の運営、映画の請負制作・配給、ソリューション事業を行なっております。これらの事業にお
いては、原則として顧客へサービスを提供した時点で履行義務が充足されたと判断して収益を認識してお
ります。ただし、映画の請負制作については制作期間が長期間に及ぶため、一定の期間にわたり履行義務
の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見
積もることができないが、発生するコストを回収できることが見込まれる場合は、発生したコストの範囲
で売上高を計上しております。（原価回収基準）

②不動産関連事業
主にリノベーションした中古マンションの販売を行っております。当該事業においては、顧客へ引渡完了
した時点で履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。

6. ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワップの特例処理の要件を満たす場合は特例処理を採用
しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……金利スワップ取引等
ヘッジ対象……変動金利の借入金

(3) ヘッジ方針
内部規程である「市場リスク管理規則」に従い、金利変動リスクをヘッジするために金利スワップ取引等
を行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
一定期間内における金利スワップ適用後の実質金利の変動幅が一定範囲内で固定化されていることを判断
基準としております。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損損失
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類の理解に資するその他の情報
当社は、原則として事業所の所在する物件を単位として資産をグルーピングしております。土地・建物等の

時価下落や収益性の低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前
将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し減損損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、
割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該帳簿価額の減少額を減損損失として認識しております。

当該資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、翌期の予算を基礎とし経営環境などの
外部情報や、内部情報などを総合的に勘案し算定しております。

これらの見積りにおいて用いた仮定には不確実性が伴うため、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影
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建物 1,818,661千円
土地 6,925,845千円
投資有価証券 1,123,396千円
合計 9,867,904千円

一年内返済予定の長期借入金 1,222,328千円
長期借入金 2,282,500千円
合計 3,504,828千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 3,211,149千円

札幌開発株式会社 34,692千円

短期金銭債権 43,128千円
長期金銭債権 1,785,000千円
短期金銭債務 235,958千円

響を及ぼす可能性があります。その結果、翌事業年度の計算書類において追加の減損損失が発生する可能性が
あります。

（貸借対照表に関する注記）
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保資産の内容及びその帳簿価額

担保に係る債務の帳簿価額

３. 土地の再評価
当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき事業用土地の再評価を行い、当該評価差額
のうち法人税その他の利益に関する金額を課税標準とする税金に相当する金額である繰延税金負債を負債の部
に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。「土
地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第３項に定める再
評価の方法については、「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２
条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出する方法及び同条第５号に定める不動産鑑定
士による鑑定評価による方法を採用しております。

再評価を行った年月日　　　　　　　　　2002年３月31日
再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額を下回っておりません。

４. 偶発債務
下記の会社の金融機関からの借入金等に対し保証を行っております。

５. 関係会社に対する金銭債権債務

６. 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約
当社におきましては、効率的で安定的な運転資金の調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結して

おります。また、取引銀行４行と貸出コミットメントライン契約（シンジケート方式）を締結しております。
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当座貸越極度額及び貸出コミットメントライン契約総額 3,000,000千円
借入実行残高 600,000千円
差引額 2,400,000千円

売上高 237,092千円
仕入高 1,007,349千円
販売費及び一般管理費 5,991千円
営業取引以外の取引による取引高 9,713千円

建物 39,758千円
構築物 399千円
機械装置 2,905千円
器具備品 11,537千円
解体撤去費 4,056千円
合計 58,655千円

場所 用途 種類 金額
東京都新宿区 映像事業部 ソフトウエア 5,215千円
東京都豊島区 映画館 器具備品 3,569千円
東京都千代田区 映画館 器具備品 2,142千円
東京都品川区 映画館 器具備品 2,235千円
兵庫県神戸市 映画館 建物、器具備品 5,358千円

普通株式 821,375株

当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約に係る借入未実行残高は次のとおり
であります。

（損益計算書に関する注記）
１. 関係会社との取引高

２. 固定資産除却損の内訳

３. 減損損失の内訳
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社は、原則として事業所の所在する物件を単位として資産をグループ化しており、収入の減少により収益性
が著しく低下した資産グループにつき、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
（18,521千円）として特別損失に計上しております。その内訳は、建物186千円、器具備品13,119千円、ソ
フトウエア5,215千円であります。
なお、当該資産の回収可能価額は使用価値により測定しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
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繰延税金資産
未払事業所税 2,595千円
未払事業税 9,816千円
賞与引当金 34,259千円
退職給付引当金 199,876千円
貸倒引当金 519,018千円
減損損失 43,339千円
その他有価証券評価差額金 55,344千円
関係会社株式評価損 97,977千円
関係会社事業損失引当金 7,961千円
資産除去債務 33,146千円
繰越欠損金 148,348千円
その他 9,580千円

繰延税金資産　小計 1,161,264千円
評価性引当額 △622,227千円

繰延税金資産　合計 539,037千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △2,914千円
その他有価証券評価差額金 △495,719千円
固定資産圧縮積立金 △476,424千円

繰延税金負債　合計 △975,058千円
繰延税金負債の純額 △436,021千円

法定実効税率 30.62％
（調整）
住民税均等割 8.15％
交際費等永久に損金に算入されない項目 4.71％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.08％
評価性引当額の増減 △378.81％
その他 △0.02％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △339.43％

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別内訳
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種類 会社等の名称 議決権等
の所有

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
（千円）

子会社 テアトル
エンタープライズ㈱

所有
直接
100.0％

資金取引
（注１）
不動産賃貸

（注２）

利息の受取 6,679 売掛金 304

不動産賃貸等 136,885 未収入金 6,677

－ － 長期貸付金 1,592,000

１. １株当たり純資産額 1,800円73銭
２. １株当たり当期純利益 76円93銭

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）子会社に対する資金の貸付については、市場金利及び相手先の財政状態を勘案して決定しており、返済条

件は各子会社との貸付契約等によっております。
（注２）不動産賃貸等の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しており

ます。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（収益認識に関する注記）」に同
一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
（固定資産の譲渡）

当社は、2024年４月30日付で以下のとおり固定資産を譲渡しております。
1．固定資産の譲渡理由

経営資源の有効活用と財務体質の強化を図るため
2．譲渡資産の内容

種類　　借地権及び建物等
所在地　東京都港区

3．譲渡契約日
2023年12月13日

4．譲渡日
2024年４月30日

5．譲渡先
譲渡先につきましては、国内の一事業法人となります。譲渡先との守秘義務契約により詳細につきまして
は公表を控えさせていただきます。なお、譲渡先と当社の間には、記載すべき資本関係・人的関係及び取
引関係はなく、関連当事者には該当しておりません。

6．当該事象の損益に与える影響
当該固定資産の譲渡により、翌事業年度において固定資産売却益3,517百万円を特別利益に計上いたしま
す。

（注) 本計算書類中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。ただし、１株当たり純資産額、１
株当たり当期純利益は、銭未満を四捨五入しております。
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